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工事（一般土木工事、プレストレスト・コ
ンクリート工事）を担当する構成員がそれ
ぞれ下記⒜⒝を有していること。なお⒜⒝
は同一工事でなくてもよい。（建設共同企業
体の構成員としての実績は、出資比率が特
定ＪＶ及び異工種建設工事共同企業体（以
下「異工種ＪＶ」という。）にあっては均等
割の10分の６以上、経常ＪＶにあっては
20％以上のものに限る。また、異工種ＪＶ
及び、特定ＪＶ・経常ＪＶにおける乙型共
同企業体としての実績は、協定書の分担工
事の実績のみ同種工事の実績として認め
る。）元請けとして完成した工事について
は、海外インフラプロジェクト技術者認
定・表彰制度により認定された工事も施工
実績に含むものとする。ただし、大臣官房
官庁営繕部又は地方整備局（港湾空港関係
事務に関することを除く。）所掌の工事（旧
地方建設局所掌の工事を含む。）に係る経験
である場合にあっては、評定点合計が65点
未満のものを除く。
⒜ 一般土木工事（下記１）及び２）の全
ての実績を有すること。）
１）鉄筋コンクリート構造の橋脚の施工
実績を有すること。（フーチングのみの
場合は除く）
２）鉄筋コンクリート構造の橋台の施工
実績を有すること。（フーチングのみの
場合は除く）
上記１）２）は、同一工事であること。

⒝ プレストレス・コンクリート工事（下
記１）から４）の全ての実績を有するこ
と。）
１）道路橋（Ａ活荷重以上又はＴＬ－20
以上）または鉄道橋（モノレール及び
新交通は除く）であること。
２）橋梁型式がラーメンまたはアーチ型
式のＰＣ橋であること。
３）最大支間長が、30ｍ以上であること。
４）架設工法が、固定支保工以外の架設
工法であること。
ただし、上記１）～４）は同一工事で
あること。

 建設業法（昭和24年法律第100号）の土
木工事業につき、許可を有しての営業年数
が５年以上あること。ただし、相当の施工
実績を有し、確実かつ円滑な共同施工が確
保できると認められる場合においては、許
可を有しての営業年数が５年未満であって
もこれを同等として取扱う。
 次に掲げるいずれかを満たす設計技術者
を当該業務に配置できること。なお、設計
技術者とは管理技術者をいう。
・技術士（総合技術監理部門建設）
・技術士（建設部門）
・国土交通省登録技術資格者（施設分野：
橋梁業務：計画・調査・設計）
・ＲＣＣＭ（国土交通省登録技術者資格に
登録された部門を除く）の資格を有し、
「登録証書」の交付を受けている者。
・土木学会認定土木技術者（国土交通省登
録技術者資格に登録された部門を除く）
（特別上級、上級、１級）
・１級土木施工管理技士
・１級建設機械施工管理技士
 建設業法の土木工事業に係る監理技術者
又は国家資格を有する主任技術者を各工事
に専任で配置できること。なお、建設業法
第26条第３項第２号の場合の監理技術者
（「専任特例２号の場合の監理技術者」と
いう。）の配置は認めない。

 出資比率要件 特定建設工事共同企業体の
すべての構成員が、均等割の10分の６以上の
出資比率であるものとする。
 代表者要件 特定建設工事共同企業体の代
表者は、構成員の中で最大の施工能力を有す
る者であって、その出資比率が構成員中最大
であるものとする。
 特定建設工事共同企業体の協定 特定建設
工事共同企業体の協定書は、「建設工事共同企
業体の事務取扱いについて」（昭和53年11月１
日付け建設省計振発第69号）の別添「建設工
事共同企業体の事務取扱いについて（回答）」
（昭和53年11月１日付け建設省茨計振第771
号）の別紙に示された「特定建設工事共同企
業体協定書（甲）」によるものとする。

８ 一般競争参加資格の認定を受けていない者を
構成員に含む特定建設工事共同企業体の取扱い
７の認定（７の再認定を含む。以下
同じ。）を受けていない者を構成員に含む特定建
設工事共同企業体も５及び６により申請をする
ことができる。この場合において、特定建設工
事共同企業体としての資格が認定されるために
は、７の認定を受けていない構成員が７
の認定を受けることが必要である。
なお、この場合において、当該業務に係る技
術提案書の提出の時までに特定建設工事共同企
業体としての資格の審査が終了せず、特定手続
に参加できないことがある。また、この場合に
おいて、７の認定を受けていない構成員が
当該業務に係る技術提案書の提出の時までに７
の認定を受けていないとき又は７の一
般競争参加資格がないとの認定（７の局長
が別に定める手続における一般競争参加資格が
ないとの認定を含む。）を受けたときは、特定建
設工事共同企業体としての資格がないと認定す
る。

３ 業務場所 能登復興事務所（新逢坂トンネ
ル：石川県珠洲市仁江町地先～石川県珠洲市真
浦町地先）
４ 業務内容
 Ｒ７ 249号新逢坂トンネル工事にかかる
技術協力業務 １式
 打合せ １式
※本技術協力業務について、主たる部分の再
委託は認めない。

 履行期間 契約締結日の翌日から令和９年
１月29日まで
 その他
 別冊数量総括表及び別冊仕様書のとお
り。
 Ｒ８10 249号新逢坂トンネル工事
全体延長1300ｍ（以下、「建設工事」とい
う。）
建設工事の内容（参考）
【Ｒ８10 249号新逢坂トンネル工事】
・トンネル掘削（ＮＡＴＭ工法）及び覆工
延長1300ｍ

・珠洲市若山町宇都山～輪島市尊利地町地
先の事業管理、施工管理等 １式
・予定工期は、建設工事に係る契約締結日
の翌日から令和11年３月30日まで

９ 資格審査結果の通知
「一般競争参加資格認定通知書」により通知
する。
10 資格の有効期間
特定建設工事共同企業体としての資格の認定
の日から建設工事の完成する日までとする。た
だし、建設工事に係る契約の相手方以外の者に
あっては、建設工事に係る契約が締結される日
までとする。
11 その他
 特定建設工事共同企業体の名称は、Ａ業務
は「Ｒ８10 249号中屋１号橋工事 ・
特定建設共同企業体（（甲）又は（乙））」、
Ｂ業務は「Ｒ８10 249号中屋２号橋工事

・特定建設共同企業体（（甲）又は
（乙））」とする。
 当該業務に係る特定手続に参加するために
は、技術提案書の提出の時において、特定建
設工事共同企業体としての資格の認定を受
け、かつ、当該業務の「公募型プロポーザル
方式に係る手続開始の公示（建築のための
サービスその他の技術的サービス（建設工事
を含む））」（令和８年３月26日付け支出負担行
為担当官北陸地方整備局長）に示すところに
より競争参加資格の確認を受けていなければ
ならない。

競争参加者の資格に関する公示

「Ｒ７ 249号新逢坂トンネル工事にかかる技
術協力業務」に係る地域維持型建設共同企業体と
しての競争参加者の資格（以下「地域維持型建設
共同企業体としての資格」という。）を得ようとす
る者の申請方法等について、次のとおり公示しま
す。
令和８年３月 26 日

北陸地方整備局長 髙松 諭
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 15
１ 品目分類番号 42
２ 業務名 Ｒ７ 249号新逢坂トンネル工事に
かかる技術協力業務（電子入札対象案件）（電子
契約対象案件）
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